
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方

 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

 

コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE HIROSE ELECTRIC CO.,LTD.

最終更新日：2015年10月30日
ヒロセ電機株式会社

代表取締役社長 石井 和徳

問合せ先：03-3491-7636

証券コード：6806

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

当社は、グローバル市場における長期的な競争力の維持向上を図るため、コーポレートガバナンスの強化・充実が経営の重要課題と認識してお
り、次の基本的な考え方に沿って、これに取り組んで参ります。 
（１）株主の権利を尊重し、平等性を確保します。 
（２）株主・顧客・供給者・従業員・地域社会等全てのステークホルダーとの適切な協働に努めます。 
（３）会社情報を適切に開示し、透明性を確保します。 
（４）取締役会により企業戦略等の大きな方向性を示し、経営幹部によるリスクテイクを支える環境整備をし、独立・客観的な立場から業務執行に
実効性の高い監督を行います。 
（５）持続的な成長と中朝的な企業価値向上のため、株主との間で建設的な対話を行います。 

［補充原則３－２―１(i)］ 
当社の監査役会では、外部会計監査人の監査状況や監査報告書等をもとに外部会計監査人の職務の実施状況を評価しておりますが、外部会
計監査人候補を適切に選定し外部会計監査人を適切に評価するための基準は策定しておりませんので、今後監査役会において検討して参りま
す。 
 
［補充原則４－２－１］ 
当社では、中長期的業績と連動する報酬の割合や現金報酬と自社株報酬との割合については、明確に設定しておりませんので、今後検討して
参ります。 
 
［原則４－８ 独立社外取締役の有効な活用］ 
当社は従来から独立社外取締役を１名選任しており、また、取締役会において積極的に発言しており、その意見を十分に尊重し、経営上の意思
決定を行っております。他社での経営経験に基づいた的確な助言で当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に寄与しております。加
えて、監査役会設置会社として、社外監査役を３名選任しており、監査役により法令上与えられた権限遂行が随時なされており、社外取締役とも
連携がとれております。社外監査役も社外取締役と同様、取締役会において積極的に発言しており、その意見が意思決定に反映されておりま
す。以上のことから、現状の社外役員４名の体制で有効に機能していると考えておりますので、さしあたって社外取締役２名以上の選任は予定し
ておりません。ただし、今後当社をとりまく環境等が変化することで、社外取締役を２名以上とする必要性が生じる可能性はあり、必要に応じて候
補者の選任を検討して参ります。 
 
［原則４－１０－１］ 
経営陣幹部・取締役の指名・報酬などを検討するに当たり、指名については、取締役会において、独立社外取締役の適切な関与・助言を得ており
ますが、報酬については、独立社外取締役が関与・助言する仕組みが現在ありませんので、今後検討して参ります。 
 
［補充原則４－１１－３］ 
現時点では行っておりませんが、今後取締役は、自己評価の結果を取締役会に提出し、取締役会は、各取締役の自己評価なども参考にしつつ、
毎年実効性について分析・評価を行い、その結果の概要を適時適切に開示することを検討します。 

［原則１－４ いわゆる政策保有株式］ 
当社は、取引関係の維持・強化による中長期的な企業価値向上を目的として、政策保有株式として取引先の株式を保有しております。これらの
株式の保有は、リターンとリスクを踏まえた中長期的な経済合理性や将来の見通しをもとに毎年担当取締役が検証し、見直しを行い、必要に応じ
て取締役会に諮ります。取締役会での検討結果を反映した保有のねらい・合理性については、有価証券報告書において特定投資株式として開示
しております。また、政策保有株式に係る議決権行使は、議案の内容を精査し、株主価値の向上に資するものか否かを判断した上で適切に行い
ます。企業価値を毀損するような議案については、肯定的な判断はいたしません。 
［原則１－７ 関連当事者間の取引］ 
当社が当社の役員と取引を行う場合は、取締役会規程に基づき、取締役会において取引条件及びその決定方法の妥当性を判断し、決定する方
針です。また、取締役会規程では、当社と当社の役員との取引について、重要な事実は、当該役員が遅滞なく、取締役会に報告することも定めて
おります。主要株主等との取引を行う場合も、同様に取締役会規程に基づき、取締役会において妥当性を判断して決定します。 
 
［原則３－１ 情報開示の充実］ 
（１）経営理念等は、当社ウエブサイト 
（https://www.hirose.com/jp/about/csr_management.html）において開示しております。年度の経営目標や経営戦略等の概要は、決算短信や決
算説明等の資料において開示しております。 
（２）コーポレートガバナンスの基本方針をコーポレートガバナンス報告書及び有価証券報告書に記載しております。 
（３）取締役の報酬を決定するにあたっては、職責に応じて役位別に基準額を設定し、当社の業績や他社水準等を勘案の上、行っております。 
また、当社の業績評価については、経営戦略に基づき定めた会社業績指標等に対する達成度により、毎年業績評価を行い、その評価結果を取
締役報酬に反映させます。 
（４）取締役・監査役候補者の指名にあたっては、以下の選任基準に従って取締役会で指名し、株主総会の議案として提出しております。 
１．優れた人格、見識、能力および高い倫理観を有していること 
２．遵法精神に富んでいること 
３．経営に関し客観的判断能力を有するとともに、先見性、洞察力に優れていること 



２．資本構成 

【大株主の状況】 

４．当社主要事業分野において経営判断に影響を及ぼすおそれのある利害関係・取引関係がないこと 
５．業務執行取締役については、担当部門において業績をあげていること 
６．社外取締役については、金融商品取引所の定める独立役員の資格を充たし、出身分野における実績と識見を有していること、取締役としての
職務遂行を行うための十分な時間が確保できること 
（５）当社では、取締役・監査役候補者を指名した理由は株主総会の参考書類に記載して説明しております。 株主総会の参考書類の記載につい
ては、より一層充実させるよう努力して参ります。 
 
［補充原則４－１－１］ 
当社の取締役会は、重要な財産の処分及び譲受等会社法に定める重要事項を除き、業務執行の決定を取締役社長をはじめとする業務執行取
締役、執行役員等の経営陣に委任しております。一方で、業務執行取締役、執行役員、本部長および常勤監査役で構成される経営会議を月１回
以上開催し、業務執行についての連絡・調整を行い、重要事項は取締役会にその決定を求めております。 
 
［原則４－８ 独立取締役の有効な活用］ 
［コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由］における本原則に関する記載のとおりであります。 
［原則４－９ 独立社外取締役の独立性判断基準および資質］ 
当社では、金融商品取引所の定める独立役員の資格を充たし、出身分野における実績と識見を有している者を独立社外取締役に選定していま
す。具体的には、以下の事項のいずれにも該当しない場合、社外取締役に独立性があると判断しております。 
・当該社外取締役が、現在および過去１０年間において、当社または当社の子会社の業務執行者として在職していた場合（業務執行者とは、社外
役員、監査役を除く全ての役職員をいう） 
・当該社外取締役が、現在、業務執行者として在籍する会社と当社グループにおいて取引があり、直近３事業年度において、その取引金額がい
ずれかの連結売上高の２％を1事業年度であっても超える場合 
・当該社外取締役が、法律、会計の専門家もしくはコンサルタントとして、当社から直接的に直近３事業年度の平均で年額１，０００万円を超える報
酬（当社の取締役としての報酬及び当該社外取締役が属する機関・事務所に支払われる報酬は除く）を受けている場合 
・当該社外取締役が、法律事務所、監査法人、税理士法人またはコンサルティング・ファーム等の法人、組合等の団体に所属する者であって、当
社から受けた報酬が、当該法人、組合等の団体の直近３事業年度の平均で、その年額が、当該法人、組合等の団体の総売上の２％以上、また
は１億円以上のいずれか高い方の額を超える場合 
・当該社外取締役が、現在、当社または当社の子会社の会計監査人である監査法人の社員等である場合 
・当該社外取締役が、直近３年間において、当社または当社の子会社の会計監査人である監査法人の社員等として当社または当社の子会社の
監査業務を行ったことがある場合 
・当該独立取締役の二親等以内の親族が、現在または過去において、当社または当社の子会社の業務執行取締役として在職していた場合 
 
［補充原則４－１１－１］ 
当社では、取締役会において、全体としての知識・経験・能力のバランスや多様性が確保されるよう、取締役候補者指名で配慮しており、その基
準は、原則３－１(iv)に記載のとおりであります。その結果、社外取締役には他企業での知識・経営経験を、その他の取締役には担当分野の専門
性に加え、様々なバックグラウンドに基づく多面的な観点を経営判断に活かしてもらっております。また、定款で取締役の人数を１０名以内と定め
ており、適正規模によって迅速な意思決定が可能であります。 
 
［補充原則４－１１－２］ 
取締役・監査役の兼任状況は、当コーポレートガバナンス報告書内、有価証券報告書及び株主総会の参考書類において開示しております。 
 
［補充原則４－１１－３］ 
［コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由］における本補充原則に関する記載のとおりであります。 
 
［補充原則４－１４－２］ 
取締役及び監査役のトレーニングの方針は、その役割を果たすために、当社の財務状態、法令遵守、コーポレートガバナンスその他の事項に関
して、常に能動的に情報を収集し、研鑽を積み、社外研修会や交流会等に参加する機会を設け、必要な知識の習得を行うことであります。 
 
［原則５－１ 株主との建設的な対話に関する方針］ 
当社では、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するよう、主要な株主からの対話の申込みに対しては、合理的な範囲内で前
向きに対応しております。当該対話を行うに際しては、株主間において実施的な情報格差が生じないように十分留意しております。 
株主や投資家に対しては、決算説明会を四半期毎に開催するとともに、その他の機関投資家向け説明会、個人投資家向け説明会等を開催する
ことを基本方針としております。 

外国人株式保有比率 30%以上

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 3,297,553 9.72

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー505223 3,145,855 9.28

財団法人ヒロセ国際奨学財団 2,855,000 8.42

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口４) 1,767,300 5.21

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 834,600 2.46

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(三井住友信託銀行再信託分・株式会社三井住友銀
行退職給付信託口)

816,200 2.41

みずほ信託銀行株式会社信託口０７０００４６ 789,800 2.33

みずほ信託銀行株式会社信託口０７０００４７ 784,782 2.31

有限会社エイチエス企画 760,000 2.24

広昌産業株式会社 680,006 2.01

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――



補足説明 

３．企業属性 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

親会社の有無 なし

――― 

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 電気機器

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

――― 

――― 



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

【取締役関係】 

会社との関係(1) 

会社との関係(2) 

【監査役関係】 

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 1 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

堀田 健介 他の会社の出身者 ○

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
独立 
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

堀田 健介 ○
・株式会社堀田綜合事務所代表取締役会
長  ・グリンヒル・ジャパン株式会社代表
取締役会長

当社取締役会の透明性を高め、監督機能の強
化を図るためであり、また、独立役員の要件を
充たしており、一般株主と利益相反の生じるお
それがないと判断した

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名



監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

会社との関係(1) 

会社との関係(2) 

【独立役員関係】 

その他独立役員に関する事項 

【インセンティブ関係】 

重要な事項について、内部監査部門より適宜報告を受けるなど連携を図っております。 

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

杉島 光一 公認会計士 ○

瀬下 明 他の会社の出身者 ○

三浦 健太郎 他の会社の出身者 ○

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

氏名
独立 
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

杉島 光一 ○ スターゼン株式会社 社外監査役

会計の専門家としての監査を期待するためで
あり、また、独立役員の要件を充たしており、
一般株主と利益相反の生じるおそれがないと
判断したため。

瀬下 明 ○ ―――

他業種での経営経験を活かした監査を期待す
るためであり、また、独立役員の要件を充たし
ており、一般株主と利益相反の生じるおそれが
ないと判断したため。

三浦 健太郎 ○ ―――

経営コンサルタントとしての幅広い経験を活か
した監査を期待するためであり、また、独立役
員の要件を充たしており、一般株主と利益相
反の生じるおそれがない

独立役員の人数 4 名

――― 

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入



該当項目に関する補足説明 

該当項目に関する補足説明 

【取締役報酬関係】 

該当項目に関する補足説明 

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要） 

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

ストックオプションとして発行された新株予約権の目的である株式の総数は、平成19年が22,500株、平成24年が60,000株、平成25年が60,000株、
平成26年が120,000株であります。その他過去に付与したストックオプションの状況については、有価証券報告書および半期報告書に記載してお
ります。なお、個人別付与数は、職責に応じ決定いたしました。 

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員、子会社の取締役、子会社の従業員

業績向上に対する意欲や士気を一層高め、企業価値の向上を図ることを当社グループの目的としているため、当社および当社子会社の取締役
（社外取締役を除く）・幹部従業員を付与対象者としました。 

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

取締役の年間報酬総額 ４７０百万円（平成２７年３月期） 

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

なし

――― 

社外取締役・社外監査役に対しては、人事総務部がその監督・鑑査に必要な資料の提供等を行っております。 

・当社は、監査役設置会社であります。・当社は、４名の独立・社外役員を招聘しており、当該役員に、より客観的な観点から経営監督の役割を担
ってもらうとともに、当該役員から、他企業の経営経験者、公認会計士として、多様な経歴による多面的な観点からの有用なアドバイスを得て、経
営判断の妥当性を確保しております。・社外取締役１名および社外監査役３名は、いずれも東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益
相反を生じるおそれのない独立役員として届出ております。・当社では、取締役会の運営について、迅速な意志決定を行う為に適正な規模の取
締役数８名で構成され、月１回以上開催しております。・社外取締役を除く取締役、執行役員、本部長および常勤監査役で構成する本部長会を月
１回以上開催し、業務執行についての連絡・調整等を行っております。・監査役４名が取締役会に出席するほか、取締役等から直接業務執行に
ついて聴取するなど充分な監査を行っており、監査役制度が有効に機能しております。・監査役は、人事総務部・経理部・ＩＴ統括室等内部統制部
門から、内部統制システムの整備・継続的改善の状況を聴取し、必要に応じて指摘・提言・意見表明を行っております。・社外監査役 杉島光一
氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。・当社グループの内部監査は、独立し
た内部監査員１名が、内部統制部門における業務の適切性・有効性を検証し、適宜、当該部門に課題解決策の提出を求める等指示するととも
に、重要な事項については、社長に報告しております。社長室内部監査グループと人事総務部・経理部・ＩＴ統括室は共同して内部統制の整備・運
用を実施しており、会計監査人とも協議のうえ、改善を進めております。監査役は、経理部・社長室内部監査グループおよび会計監査人と定期的
な情報交換等密接な連携を図りつつ、監査計画に基づいた監査を実施しております。・当社の独立監査人は、有限責任あずさ監査法人で、指定
社員・業務執行社員である公認会計士 佐藤孝夫氏、宮木直哉氏および矢嶋泰久氏が業務を執行し、公認会計士６名、その他 ９名が業務の補
助を行っております。 

当社は監査役設置会社であります。監査役４名のうち３名は社外監査役であり、経営の監視機能の面では、客観的立場から取締役の職務執行
を監視する体制が整っていることから、現状の体制を採用しております。 



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況 

２．ＩＲに関する活動状況 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 平成１８年３月期より発送日を早めております。

電磁的方法による議決権の行使 平成２７年３月期より実施

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環
境向上に向けた取組み

平成２７年３月期より実施

招集通知（要約）の英文での提供 平成２４年３月期より実施

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

平成２０年度より四半期毎に決算説明会を開催しております。 
平成２７年３月期より代表取締役社長からの説明実施。

あり

IR資料のホームページ掲載
決算情報、決算情報以外の適時開示資料、決算説明会資料等を掲載しており
ます。 
http://www.hirose.co.jp/investor/index.htm

IRに関する部署（担当者）の設置 担当部署：管理本部ＩＲ室

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

ヒロセ電機グループ行動規範に規定しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
２０１１年より環境報告書を作成し、２０１３年からは社会環境報告書としてＣＳＲに関する報告を
追加し、当社ホームページ上に公開しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

（１）内部統制システムに関する基本的な考え方  当社グループは、内部統制システムについては企業目的を達成するために欠かせないものと
認識しております。従いまして、事業経営の有効性および効率性を高め、財務報告の信頼性を確保し、事業経営に係わる法令その他の社会規範
遵守を促進することを目的として、当社グループの事業環境および業容に見合った、株主その他ステークホルダーの利益のために最も適切な内
部統制システムを整備、運用してまいります。（２）内部統制システムの整備状況  ・業務の適性を確保するための体制（内部統制システム）の構
築につきましては、取締役会においてその基本方針を決議し、整備を進めております。・取締役が、その担当業務ごとに年度の方針を定め、これ
を受けて各部門の責任者は、実施すべき具体的な目標および分担など効率的な達成方法を立案し、社長の承認を経て実行に移しております。取
締役会は、グループ会社も含め定期的にその結果のレビューを実施し、フィードバックすることにより、効率的な職務執行を実現しております。・
「コンプライアンス管理規程」を制定、「コンプライアンス委員会」およびその下部組織を設置し、当社グループの行動規範を、グループ会社全従業
員に周知するとともに、弁護士等の社外の専門家と密接に連携し、コンプライアンスの徹底に努めております。・取締役は、その担当業務ごとに
「リスク管理規程」、「グループ会社管理規程」ほか規程の整備などグループ会社全体のリスクを網羅的・総括的に管理しております。・「リスク管
理委員会」およびその下部組織を設置し、業務執行上のリスク情報を共有化して、リスク管理を行っております。

企業の役員・使用人は、法令遵守、企業人としての倫理観・価値観に基づき、誠実に行動することが求められます。当社は、企業活動を展開する
上で、各国および各地域の法令、国際ルールならびに社内ルールを遵守するとともに、社会規範・企業倫理に則り誠実に行動します。業務におけ
る不正・虚偽報告や会社の利益に反する行為は一切しません。社会的秩序や健全な活動に悪影響を与える反社会的勢力及び団体とは一切の
関係を遮断することを社内に周知徹底を図っております。また当社グループ行動規範に反社会的勢力排除について定めており、人事総務部が統
括部署として警察署等と連携し、セミナー等に参加するなど情報を収集・整理のうえ、組織的な対応をしております。



Ⅴその他 

１．買収防衛策の導入の有無 

該当項目に関する補足説明 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

買収防衛策の導入の有無 なし

――― 

――― 
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